
緒 言

　２００５年に九州を中心とした広い地域でトビイロウンカ

Nilaparvata lugens（Sta° l）が多発生し，各地で坪枯れ

の被害が発生した。熊本県においても７月１０～１４日にト

ビイロウンカが多飛来し，９月下旬から普通期および晩

期水稲を中心に２，０００ha で坪枯れが発生して問題となっ

た。被害発生の原因として，飛来量が多かったことや飛

来個体群の高い短翅雌発現率，９月の高温による高い増

殖率，適期の本田防除の不徹底等が指摘されている（松

村，２００６；口木，２００６）。また，２００５年に飛来した個体

群のイミダクロプリド剤に対する感受性は，２００２年以前

に飛来した個体群に比べて低下しており，多発生の一因

となったと推測されている（行徳，２００６；行徳・口木，

２００７；松村ら，２００７）。

　イミダクロプリド２％箱粒剤やフィプロニル１％箱粒

剤，またはそのいずれかの薬剤と他の殺虫剤や殺菌剤を

混合した箱施薬剤は，トビイロウンカを含むウンカ類の

基幹防除薬剤として広く利用されている。トビイロウン

カの防除を考える場合，感受性が低下した個体群に対す

るイミダクロプリド２％粒剤の残効について把握してお

くことは重要である。これまで，両剤の残効期間は約４５

日とされている（上和田・鳥越，１９９８）。しかし，この

数値は薬剤処理ほ場におけるトビイロウンカの密度推移

をもとに推定したものであり，正確な残効期間は不明で

ある。そこで，２００６年の普通期水稲において，イミダク

ロプリド２％箱粒剤およびフィプロニル１％粒剤の２００５

年採集個体群に対する残効を検討した。なお，本試験を

実施するにあたり，１９９９年採集個体群を分譲していただ

いた， 九州沖縄農業研究センター難防除害虫研究

チーム松村正哉チーム長に厚くお礼申し上げる。

材 料 お よ び 方 法

　１．供試個体群

　２００５年９月１４日に熊本県合志町（現合志市）で採集し

たトビイロウンカ個体群（以下０５個体群）と，対照個体

群として１９９９年に長崎県で採集し， 九州沖縄農業研

究センターで累代したトビイロウンカ個体群（以下９９個

体群）を熊本県農業研究センター内の恒温室（２５℃，

１６L８D）で増殖した。
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２００５年に飛来したトビイロウンカに対するイミダクロプリド剤
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　熊本県では２００５年に平坦部を中心にトビイロウンカによる坪枯れが発生し，問題となった。そ
の原因を明らかにするため，本種に対するイミダクロプリド２％箱粒剤とフィプロニル１％粒剤
の残効について検討した。両剤の処理水田に設置した網枠に，２００５年および１９９９年に採集したト
ビイロウンカ個体群を定期的に放飼し，放飼後の成幼虫数とイネ体内濃度を調査した。その結果，
イミダクロプリド２％箱粒剤の２００５年採集個体群に対する残効期間は１５～３０日間と，１９９９年採集
個体群に対する残効期間の １/２～２/３ であり，個体群間に差が認められた。また，密度抑制に必
要なイネ体内濃度は，２００５年採集個体群が０．０１～０．０４ppm，１９９９年採集個体群が０．０１ppmであっ
た。フィプロニル１％粒剤の残効期間は５８日以上，密度抑制に必要なイネ体内濃度は０．００５ppm
未満で，個体群間に差は認められなかった。
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　供試した０５個体群および９９個体群のイミダクロプリド

およびフィプロニルに対する感受性は，行徳（２００６）が

報告している。試験は葉鞘浸漬法で実施し，イミダクロ

プリドに対する半数致死濃度は０５個体群が６．７５ppm，

９９個体群が０．４１ppmで，両個体群の感受性比は１６．５と

明らかに異なる。フィプロニルに対する半数致死濃度は

０５個体群が０．２４ppm，９９個体群が０．３２ppmで，感受性

比は０．７５と両個体群の感受性に差は認められない。１９９２

年から９９年に採集したトビイロウンカ個体群および１９８３

年に採集し２００６年まで累代飼育した個体群の微量局所施

用法で調査したイミダクロプリド剤に対する半数致死量

は，いずれも０．１μg/g前後であり年次間差は認められな

い（Endo and Tsurumachi,  ２００１；平ら，２００１；Nagata 

et al.,  ２００２；行徳・口木，２００７）。微量局所施用法で調

査したフィプロニル剤に対する半数致死量は，１９８３年に

採集し２００６年まで累代飼育した個体群と２００５，２００６年採

集個体群で差が認められない（行徳・口木，２００７）。イ

ミダクロプリド剤は１９９２年に，フィプロニル剤は１９９６年

に登録されている。これらの結果は，トビイロウンカの

イミダクロプリド剤に対する感受性が登録前の１９８３年か

ら９９年まで，フィプロニル剤に対する感受性が登録前の

１９８３年から２００６年まで変化していないことを示唆してい

る。したがって，試験に供試した０５個体群はフィプロニ

ル剤に対して感受性でイミダクロプリド剤に対して感受

性が低下した個体群，９９個体群はイミダクロプリド剤お

よびフィプロニル剤に対して感受性の個体群と判断され

る。

　２．供試薬剤および処理

　市販のイミダクロプリド２％箱粒剤およびフィプロニ

ル１％粒剤を供試した。薬剤は，移植当日に育苗箱当た

り５０gを株上から散布し，葉上の粒剤を払い落とした後，

ジョウロで散水した。

　３．試験ほ場

　２００６年６月２０日に熊本県農業研究センター内（熊本県

合志市）の水田を波板で区切り，各処理苗および無処理

苗を移植した。１区１０５ m２（縦１５m，横７m）２反復と

した。供試品種はヒノヒカリ，水田の土壌は厚層腐植質

多湿黒ボク土壌であった。なお，試験期間中の平均気温

は２７．６℃であった。

　４．放飼網枠の設置と放飼方法

　放飼用の網として，上面に放飼口（マジックテープで

開閉が可能）がある，無底の直方体に縫製した網（高さ

８０cm，縦６０cm，横６０cm）を使用した。直方体の四隅

は水田に４本の支柱で固定し，放飼用の網枠とした。各

網枠内のイネ株数は６株に調整し，隣接したイネ株は抜

き取った。なお，ウンカ類の侵入を防止するため，網の

下端を土壌中に１～２ cm埋め込み，常時湛水条件とし

た。網枠は，各処理毎に２反復の一方に４枠，他方に２

枠，合計６枠を設置した。このうち，２反復の一方の２

枠と他方の１枠に０５個体群を，残りの３枠に９９個体群を

放飼した。

　各網枠へは，移植１５日後，３０日後，４５日後および５８日

後に，増殖した０５個体群と９９個体群を放飼した。各網枠

への１回当たり放飼個体数は，長翅型成虫１５頭（雌成虫

１０頭，雄成虫５頭）とした。

　放飼には，放飼３０日前に成虫をイネ苗に接種し，放飼

当日までに羽化した長翅型の次世代成虫を用いた。飼育

温度と有効積算温度（野田，１９８９）から求められる卵か

ら成虫までの生育期間および長翅型雌成虫の産卵前期間

は，２２．８日および４．０日である。したがって，放飼個体

は産卵可能な雌を含む羽化８日以内の成虫と考えられる。

　５．個体数調査

　放飼後の定着および増殖を調査するため，次回の放飼

日に網枠を一旦取り除き，網枠内の６株に寄生するトビ

イロウンカの成虫数および幼虫数を目視で計数した。網

枠除去時および調査時に水面へ落下した個体がみられた。

これらの個体は全て捕獲して調査株上に放飼した。調査

後，生息個体を除去せず，再び網で調査株を覆い，次回

の放飼を行った。なお，移植５８日後放飼の調査は，放飼

１３日後に同様の方法で行った。なお，幼虫は１～２齢幼

虫（以下若齢幼虫）と３～５齢幼虫（以下老齢幼虫）に

分けて計数し，成虫は翅型を区別しなかった。

　６．イネ体内の処理薬剤濃度の測定

　イミダクロプリドのイネ体内濃度は，１区から無作為

に８株を選び，移植１５日後，３０日後には全株を，４５日後，

５８日後には株当たり２茎を抜き取り，バイエルクロップ

サイエンス㈱結城中央研究所において地上部の濃度を公

定法で測定した。測定は区毎に行った。

　フィプロニルのイネ体内濃度は，移植１５日後，３０日後，

４５日後，５８日後に１区から５～７株を無作為に抜き取り，

株式会社エコプロリサーチにおいて地上部の濃度を公定

法で測定した。濃度は，２区のサンプルをまとめて測定

した。

結 果

　イミダクロプリドおよびフィプロニルのイネ体内濃度

の推移を第１図に示した。イミダクロプリドのイネ体内

濃度は，移植１５日後の０．０４ppmをピークに，３０日およ

び４５日後には０．０１ppmに低下し，５８日後には検出限界

（０．０１ppm）以下となった。フィプロニルのイネ体内濃
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度は，移植１５日後の０．６２ppmをピークに，３０日後

０．１２ppm，４５日後０．０６ppmに低下し，５８日後には検出

限界（０．００５ppm）以下となった。

　０５個体群放飼網枠におけるトビイロウンカ成幼虫数の

推移を第２図に示した。イミダクロプリド２％箱粒剤処

理網枠では，移植３０日後に成虫と若齢幼虫を確認した。

若齢幼虫数は０．１７頭/株と無処理網枠の０．６７頭/株より少

なかった。老熟幼虫は無処理網枠のみで確認した。移植

４５日後では，イミダクロプリド２％箱粒剤処理網枠と無

処理網枠の成虫数および老齢幼虫数，若齢幼虫数に差は

見られなかった。フィプロニル１％粒剤処理網枠では，

移植４５日後まで成幼虫を認めなかった。移植５８日後に若

齢幼虫を，移植７１日後に老齢幼虫を認めたが，それぞれ

３網枠合計で１頭および２頭と少なく，調査期間を通じ

て成虫は確認できなかった。

　９９個体群放飼網枠におけるトビイロウンカ成幼虫数の

推移を第３図に示した。イミダクロプリド２％粒剤処理

網枠では，移植４５日後に若齢幼虫を認めたが，３網枠合

計で１頭と少なかった。老齢幼虫および成虫は，移植５８

日後に初めて確認した。フィプロニル１％粒剤処理網枠

では，移植５８日後に若齢幼虫を確認した。しかし，移植

７１日後には成幼虫を確認できなかった。

考 察

　今回の試験は同一網枠内に成虫を４回放飼している。

このため，処理網枠と無処理網枠の個体数を直接比較が

できるのは，１回目放飼の１５日後（移植３０日後）調査の

みである。２回目放飼以降の調査は，網枠内の密度が前

回までに放飼された個体の影響を受けるため，処理網枠

と無処理網枠の密度を直接比較できない。ただし，網枠

内に老齢幼虫が確認された場合，放飼成虫による産卵お

よび次世代幼虫の成育が可能となった，すなわち薬剤の

効果が低下したと判断できる。有効積算温度（野田，　

１９８９）と試験期間中の気温から，本試験における放飼個

体の卵期間は８．０±０．４日，成虫までの成育期間は１９．２±

０．５日と推測される。枠内で最初に発生した老齢幼虫は，

調査直前の放飼，すなわち１３～１５日前に放飼した成虫の

次世代幼虫と判断できる。したがって，本試験では，移

植３０日後調査の成幼虫密度と移植４５～７１日後調査におけ

る老齢幼虫数を基準に効果の有無を判定した。

　０５個体群を放飼したイミダクロプリド２％箱粒剤処理

網枠では，移植３０日後（１回目放飼１５日後）の調査で成

虫を確認した。産卵から成虫までの生育期間が１９．２±

０．５日と推定されたことから，調査で確認した成虫は１

回目の放飼成虫と考えられる。放飼成虫数に対する生存

率は８．７％で，無処理網枠の生存率１１．３％との間に差は

認められず，１回目放飼（移植１５日後）の時点で成虫に

対する薬剤の効果は消失していたと考えられる。また，

移植４５日後の調査で，イミダクロプリド２％箱粒剤処理

枠と無処理枠との間に老齢幼虫数の差が認められないこ

とから，２回目（移植３０日後）放飼までにイミダクロプ

リド２％箱粒剤の効果が低下し，幼虫の成育が可能と

なったと考えられる。したがって，０５個体群に対する本

剤の残効期間は，成虫で１５日未満，幼虫で１５日以上３０日

未満と判断した。９９個体群を放飼した場合，移植５８日後

から成虫および老熟幼虫を確認したことから，９９個体群
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第１図　試験水田におけるイミダクロプリド（左）およびフィプロニルの
イネ体内濃度の推移．ND：検出限界以下（フィプロニル＜０．０５ppm，
イミダクロプリド＜０．０１ppm）であることを示す．フィプロニル
１％粒剤またはイミダクロプリド２％箱粒剤を移植日（２００６年６月
２０日）に処理した．図中の縦のバーは標準誤差を表す．
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に対する本剤の残効期間は，３０日以上４５日未満と考えら

れる。これらの結果は，９９個体群に比べて０５個体群に対

する残効期間が，成虫で約 １/２，幼虫で １/２～２/３ に短

縮していたことを示す。また，放飼試験とイネ体の分析

結果から，トビイロウンカの密度を抑制するために必要

なイネ体内濃度は０５個体群で０．０１～０．０４ppm，９９個体

群で約０．０１ppmと推定された。

　０５個体群を放飼したフィプロニル１％粒剤処理網枠で

は，移植７１日後に老齢幼虫を確認した。しかし，確認し

た老齢幼虫は３網枠合計で２頭であった。確認した幼虫

数が少ないことから，０５個体群に対するフィプロニル

１％粒剤の効果は移植７１日後まで継続したと考えられる。

一方，９９個体群では移植７１日後まで老齢幼虫あるいは成

虫の寄生はなかった。したがって，本剤の０５個体群およ
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第２図　イミダクロプリド２％箱粒剤およびフィプロ
ニル１％粒剤処理網枠における２００５年採集個体
群の調査日別のステージ別個体数．●：イミダ
クロプリド２％箱粒剤処理網枠，●：フィプロ
ニル１％粒剤処理網枠，○：無処理網枠，�：
薬剤処理および移植（２００６年６月２０日），�：
成虫放飼を示す．１５，３０，４０，５８日後に長翅型
雌成虫１０頭と同雄成虫５頭を各網枠に放飼した．
図中の縦のバーは標準誤差を表す．
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第３図　イミダクロプリド２％箱粒剤およびフィプロ
ニル１％粒剤処理網枠における１９９９年採集個体
群の調査日別のステージ別個体数．図中の記号
および放飼方法は第２図と同じ．
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び９９個体群に対する効果は５８日以上継続したと判断され

る。また，効果が認められた移植５８日後のイネ体内濃度

は，０．００５ppm未満であった。

　箱施薬剤の主な使用目的は，薬剤の残効で梅雨期間に

飛来するトビイロウンカおよびセジロウンカ Sogatella 

furcifara（Horvá th）の飛来成虫の定着と次世代幼虫の

増殖を抑制することである。両種の主な飛来時期は６月

中旬～７月中旬である。６月中旬を中心に移植される普

通期水稲では，移植後３０日以上の残効期間が必要となる。

０５個体群に対するイミダクロプリド２％箱粒剤の残効期

間は成虫で１５日未満，幼虫で１５～３０日と，この値を下

回っている。したがって，本剤を処理し，７月中旬以降

にトビイロウンカの多飛来があった場合，密度抑制効果

が得られない可能性がある。２００６年に飛来した個体群は

２００５年に飛来した個体群と同様にイミダクロプリドに対

する感受性が低かった（行徳・口木，２００７）。今後も，

本剤に対する感受性が低い個体群が飛来する可能性があ

り，本剤を箱施薬剤として利用した場合は，トビイロウ

ンカの飛来時期や飛来量，本田における発生密度に注意

する必要がある。一方，フィプロニル１％粒剤について

は，５８日以上の残効期間を確認したことから，トビイロ

ウンカの飛来期間を通じて，その発生を抑制することが

可能と考えられる。ただし，セジロウンカのフィプロニ

ル剤に対する感受性低下が報告されている（松村ら，

２００７）ことから，本種に対しても同様の試験を実施し，

残効期間を把握する必要がある。

　今回の試験で得られた９９個体群に対するイミダクロプ

リド２％箱粒剤の残効期間は，上和田・鳥越（１９９８）が

示した残効期間に比べてやや短く，フィプロニル１％粒

剤の残効期間は長い。箱施薬剤は土壌に処理され，水田

内の水に溶出してイネに吸収される。イネ体内への吸収

量は土壌の種類による吸着量の差や降雨による成分の流

亡など，様々な要因で変動すると考えられる。箱施薬剤

の残効あるいはイネ体内濃度の推移についての報告は少

なく，これらの要因と残効との関係については不明であ

る。今後，異なる土壌や降雨条件において試験を実施し，

各箱施薬剤の残効やその評価法を明らかにすることは，

トビイロウンカを含むウンカ類の防除を考える上で重要

な課題である。
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